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○司会 それでは、これより本日の予算要望等ヒアリングを始めます。それでは、初めに、

東京都中小建設業協会の皆さまでございます。どうぞお願いいたします。 

（東京都中小建設業協会 入室） 

（要望書手交） 

〇司会 どうもありがとうございました。どうぞ、ご着席をお願いいたします。おはよう

ございます。それでは、これより東京都中小建設業協会の皆さまとのヒアリングを始めさ

せていただきます。まず、冒頭、知事からお願いをいたします。 

〇小池知事 おはようございます。山口会長をはじめとする皆さま方には都庁までお越し

いただきまして、誠にありがとうございます。着座のままで失礼をいたします。皆さま方、

入札契約制度改革以来、さまざまなご意見を賜ってまいりました。このヒアリングでござ

いますけれども、現場のお声を直接伺うという主旨、それから、今、東京都といたしまし

て、2040年に目線を合わせながら、2030年に何をやっていかなくてはならないかというこ

とで、ビジョンも描きつつありますので、町づくり、そして、建設関係と言いますと、こ

れから東京がどうあるべきなのかということを念頭に置きながら、さまざまなご活動をさ

れていると思いますので、そういったご意見も伺わせていただければと存じます。もちろ

ん、令和２年度の予算に関してのご要望、それから、さまざまな大規模な災害が続出をし

ております。そういう中で、例えば、これまでお建てになったところで、想定以上の風が、

今回・・・最初は風台風でしたよね、15号などなど。東京都の場合は、島しょ部などが大

きな影響を受けたところではございますが、いつ、東京都内でそういった状況に陥るかも

しれないという、予測しがたいような自然災害が頻発しております。いろいろと、各方面

からのお話になるかと思いますけれども、今日は皆さま方のお声にしっかり耳を傾けさせ

ていただきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

〇司会 それでは、会長のほうから、どうぞ、ご着席のままでけっこうでございます。お

願いをいたします。 

〇東京都中小建設業協会（山口会長） どうも日頃より大変お世話になっております。ま

た、本日はこのような貴重な場をつくっていただきましてありがとうございます。時間も

限られておりますので、早速、意見要望に移らせていただきます。書面では６項目のもの

を出させていただきましたけれども、こちらでは２番と３番を中心に意見要望をさせてい

ただきますのでよろしくお願いいたします。 

〇東京都中小建設業協会（渡邊副会長） 今、会長の山口から説明がありましたように、

今、小池知事からお話がありましたのは災害のことがメインでございますけれども、私ど

も、直近の課題でございます、オリンピックの影響を最小にということで、ちょっとお話

をさせていただきます。2020ＴＤＭ推進プロジェクトよりオリンピック競技のスケジュー

ル、大会開催時における都発注工事の調整に関する取組方針などが発表されております。

それによりますと、工事調整の手法として、１．工事発注時期の調整、２．工事の一時休

止、３．工事車両出入りをコアタイム外またはＴＤＭ重点取組期間外に振替等、４．工事
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を夜間(コアタイム)に実施とあります。また、対象期間もお盆休みを除き、路上工事が35

日間、車両数削減が25日間ございます。東京を中心とした国家プロジェクトでもあり、我々

といたしましてもできる限り努力、協力をさせていただきたいと思っております。仕事に

甚大な影響があることが予想されております。オリンピックの影響ができるだけ最小にな

るよう、規制の内容などできるだけ年内の早めにご指示いただけますことを要望いたしま

す。また、特別区につきましても同様の調整が取られますよう要望いたします。若干、私

どもがこの内容をお出しした時と内容が変わっているかもしれませんけれども、できれば、

我々、建設工事業者にとっては非常に影響が大きい状況でもございますので、ぜひ、その

辺をよろしくお願いしたいと思います。これが１点目でございます。 

〇東京都中小建設業協会（岩浪理事） 続きまして、６項目のうちの３番目でございます。

働き方改革についてでございます。働き方改革の推進にあたり、徐々に労働時間が改善さ

れ、週休２日制が進んできています。しかしながら、建設現場で働く技能者の給料体系は

依然として日給月給制がほとんどであり、今まで６日間で得た収入を５日間で得るために

は、労務費の補正率を1.2以上にしていただかないと生活ができません。現在、採用されて

いる補正率1.05を決めるにあたり実地調査をされたと聞いておりますが、再度調査の上、

係数の再考をお願いいたしたいと思います。このままではインフラを守る建設業の技能労

働者がもっと減少することも考えられます。労務費アップに一層のご配慮を要望いたしま

す。 

〇司会 どうもありがとうございました。それでは、ただいまいただきました２点のご要

望につきまして、知事のほうから、まず、回答させていただきます 

〇小池知事 ６項目を書面でいただいております。そのうち、二つ目のオリンピック関係、

そして、三つ目の労賃の話ということで、私のほうから、まず、お答えさせていただきた

いと思います。会場周辺の交通対策では、この10月、先月でありますけれども、会場周辺

交通対策としてとりまとめを行って、既に公表させていただいております。この夏にいろ

いろと試行をいたしました。その結果であるとか、会場周辺の交通対策、業界からのご意

見などを踏まえまして、都が発注する工事の調整に関する取組の方針を、それに伴って10

月に更新をしたところであります。この取組方針では、工事の一律休止ではなく、地域や

期間、それから工事調整の内容など、きめ細かに設定をしたところでございますが、皆さ

ま方のほうからも丁寧にいただいているご意見や、また、丁寧にこちらからの説明を行う

ことによって、大会の輸送、そして経済活動の両立に取り組んでいきたいと考えておりま

す。既に、これまでもいろいろと若干変わっているところもありますが、何月何日にどの

会場でということで、予測などについては後でお聞きいただければと思いますけれども、

ご報告をさせていただいて、それをベースにしながら、皆さま方のご協力を賜っていると

ころでございます。大会の円滑な運営と経済活動をスムーズに行うという二つを両方で確

保できるようにご協力を引き続きお願いを申し上げます。それから、特別区もそうでござ

いますし、国や関係自治体にも同様の取組を行っていただけるようにご依頼を申し上げて
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いるところでございます。 

 二つ目の労務費の引き上げでございます。毎年行っております公共事業労務費の調査な

どで、適宜見直しを行っているところであります。建設局でも、国が行う改訂を受けまし

て、遅れることなく対応してまいりたいと考えております。また、台風19号、こちらは雨

台風だったと記憶しておりますが、風の後で、雨で、特に屋根が飛んだとか、雨漏りとか、

本当にそれぞれニーズが、特に、千葉県などからも本当に悲鳴のように聞こえてまいりま

した。そういった点で、いろいろとご協力を賜っておりますことを改めて御礼を申し上げ

たく存じますし、また、このような災害が起きた時に、どのような体制で皆さま方のご協

力が仰げるかなども、さらに課題として考えていきたいと思っております。私のほうから、

まず、お答えさせていただきます。 

〇司会 お話いただきました２点のご要望について、今、回答させていただきました。ま

た、それ以外の項目につきましても、私ども、しっかりと要望を受け止めさせていただき

たいと考えております。 

 最後、それ以外、少し時間が残っております。何かありましたら、会長でもどなたでも

けっこうです。何かお話等ございましたら、せっかくの機会でもございます。 

〇東京都中小建設業協会（山口会長） 今の知事からもお話があったように、このところ

天災が引き続き起こっておりますけれども。災害対策の推進に関してということを４番で

謳わせていただいているんですけれども。私どもも、各会員会社も、国、そして都、それ

から地方公共団体と、それぞれに協定を結んでおりまして、いざ、災害が実際に起こった

時に、どういう順序で、どこから指示が来てというのが、今一つわかりづらい。そして、

いろいろなところから、もし同時に来てしまうと、全てに対応することがちょっと難しい

ということで、国、都、地方公共団体で、その辺の交通整理を、災害が起こる前にある程

度つけておいていただきたいというところがございます。 

〇司会 ありがとうございます。建設局長、何か不足ございますか。 

〇建設局長 建設局でございます。今、お話いただきましたように、それぞれ道路にして

も、川にしても、管理者が東京都の管理、あるいは町の管理、国道は国の管理ということ

がございまして、それぞれから要請が協定の中でというお話も以前からもいただいており

ます。国も含め、私ども、また地域の区、市、町も含め、スムーズに必要なところからお

力をいただけるように引き続き調整をしてまいりたいと思ってございます。よろしくお願

いします。 

〇司会 どうもありがとうございました。それでは、以上をもちまして、東京都中小建設

業協会の皆さまとのヒアリングを終了とさせていただきます。どうもありがとうございま

した。 

（東京都中小建設業協会 退室） 

〇司会 どうもありがとうございました。それでは、続きまして、日本賃貸住宅管理協会

の皆さまでございます。どうぞお願いいたします。 
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（日本賃貸住宅管理協会 入室） 

（要望書手交） 

〇司会 ありがとうございます。どうぞご着席をお願いいたします。それでは、これより、

日本賃貸住宅管理協会の皆さまとのヒアリング、意見交換会を始めさせていただきます。

では、まず、冒頭、知事からお願いをいたします。 

〇小池知事 おはようございます。今日はご多忙のところ都庁までお越しいただきました。

日本賃貸住宅管理協会の皆さま方には初めてのヒアリングになろうかと思います。今、東

京都は2040年に照準を合わせつつ、2030年までに何をしていくのかということで、長期戦

略ビジョンを描きつつあります。今日、お出でいただきましたのは二つ。まず、令和２年

度の予算編成の中での予算としてのご要望、そして、また、長期戦略についてのビジョン

を描く際に、ご提案等々をいただければと思います。また、皆さま方は、東京都居住支援

協議会の構成員でもいらっしゃるということで、都の住宅政策についてご協力をいただい

ている点、改めて感謝を申し上げたいと思います。賃貸住宅を住まいとする都民の皆さま

方の住生活、これからの人口の問題や外国人が増える、高齢者が増える、さまざま社会を

照らす一つの大きな分野だと思っておりますので、そういった点も踏まえまして、皆さま

方からのご意見を伺わせていただきたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

〇日本賃貸住宅管理協会 お願いします。 

〇司会 それでは、早速でございますが、どうぞ、ご着席のままでけっこうでございます。

会長のほうからお願いをいたします。 

〇日本賃貸住宅管理協会（末永会長） 私は公益財団法人日本賃貸住宅管理協会、通称は

日管協と呼ばれております、会長を務めております末永でございます。そして、セーフテ

ィネット住宅の担当の役員であります荻野でございます。どうぞよろしくお願いします。

私どもの団体は、賃貸住宅の管理会社の業界団体で、1,600の会員で、全国650万戸の賃貸

住宅の管理をしています。東京の管理をいたします首都圏の賃貸住宅が380万戸ございます。

本日は３点の要望を申し上げたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

〇日本賃貸住宅管理協会（荻野理事） 今、会長から紹介がありました理事を務めており

ます荻野と申します。よろしくお願いします。また、私のほうは、高齢者、障害者、外国

人など、住宅確保要配慮者向けの支援を行う、あんしん居住研究会の会長を長年務めてお

ります。それでは、私のほうから要望書の１と２、お手元の要望書に従ってご説明をさせ

ていただきたいと思います。 

 まず、要望の１でございます。新たな住宅セーフティネット制度において、本制度の利

用対象者である住宅確保要配慮者やその支援者に対する周知拡大を要望いたします。ご案

内の通り、２年前になりますが、平成29年10月施行の改正住宅セーフティネット法は、高

齢者や障害者など、住宅の確保に配慮が必要な人向けに、民間の空き家・空き室を活用し

て、住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸住宅の供給を促進することを目的とした

制度でございます。本年10月現在、東京都のセーフティネットにおける登録住宅数は約800
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戸ということで、都が住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画において2025年度までの目

標として掲げた３万戸に対して大きな差が生じております。当協会でも、会員を通じて登

録住宅の登録促進を続けておりますが、実際の利用者、つまり、住宅を探す方、住宅確保

要配慮者の方がそこを検索することなどが少ないというような理由で、思うように登録が

進んでいないのが現状でございます。ちなみに、大阪府においては、6,446戸ということで、

特定の業者が数多く載せているという事情はございますが、少し東京都とは差が開いてお

ります。東京都は、新たな住宅セーフティネット制度の周知を住宅提供者である賃貸住宅

管理業者等にはパンフレットや説明会等を通じ注力しておりますが、本制度を利用する住

宅確保要配慮者やその支援者に対する周知が、まだ不十分ではないかと考えております。

登録住宅の増加は、住宅を利用する人と供給する側、両方の制度への理解が不可欠である

と考えております。つきましては、住宅確保要配慮者やその支援者に対する本制度の周知

拡大を要望するところでございます。 

 続きまして、要望の２でございます。新たな住宅セーフティネット制度における在留外

国人等の住宅確保に向けた取組の充実を要望いたします。法務省によると、在留外国人は

年々増加にあり、平成30年度末現在では約273万人と過去最高となりました。そのうち、東

京都に居住する外国人は56万7,789人で約21％を占めております。今後、在留外国人はます

ます増加すると予想され、外国人の受入れ可能な民間賃貸住宅の確保は喫緊の課題となっ

ております。しかし、当協会の調査によりますと、家主の７割が外国人の入居に対して拒

否感を感じているというようなアンケート結果が出ております。その主な理由としては、

「習慣、言葉が異なることへの不安」や「住宅の使用方法における不安」等を掲げており

ます。特にゴミ出しの問題等です。当協会は、外国人のための「部屋探しのガイドブック」

を８か国語で制作し、賃貸住宅管理業者を通じ家主へ配布することで、家主の不安を軽減

し、外国人の居住支援に努めております。こういった活動を協会としてはもう20年やって

おります。本年、東京都は、居住支援の一環として「見守りを実施する居住支援法人への

補助」や「入居者死亡事故保険への補助」を通じ、高齢者の居住支援の拡充に尽力されて

おります。次年度は、同じく住宅確保要配慮者である外国人への居住支援策として、外国

人の入居支援に積極的な賃貸住宅管理業者の積極活用や社会福祉法人やＮＰＯによる見守

り体制の構築、外国人が入居可能な登録住宅の確保、広報施策の展開など、新たな住宅セ

ーフティネット制度を必要とする外国人に向けた行政施策の一層の充実を要望いたすとこ

ろでございます。 

 ここで補足でございますが、新たな住宅セーフティネット制度が外国人向けに望まれる

と申し上げましたのは、ご存知の通り、言葉も文化も違う外国人の方が、日本人と共に共

同住宅のみならず、その地域の一員として、日本人、外国人お互いが安全で安心して暮ら

せる、それをつくるためには・・・。たまたまですが、私は今、八王子で町会長をやって

おりますが、町会等でそのコミュニティを維持するというのは非常に厳しい状況になって

います。ということで、その地域の情報、もしくは、外国人が入る際に関わった不動産業
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者がその役を担うというのが非常に適しているのではないかと思っています。そういった

意味で、不動産賃貸会社をセーフティネットの中で、エリアマネージャー的な位置付けで

活用してもらうことを希望しております。以上でございます。 

〇日本賃貸住宅管理協会（末永会長） それでは、３番目は私のほうから申し上げます。

大規模災害発生時に、住宅を失った被災者に対し、速やかに借上げ型仮設住宅、みなし仮

設住宅を提供するために協力協定の締結を要望いたします。先般の台風19号や21号でも、

全国で100名を超える犠牲者がありました。東京都においても大きな被害がございました。

このような天災が発生した時には、被災者向けに民間賃貸住宅を利用した借上げ型の仮設

住宅が有効であります。８年前の東日本大震災の時には６万8,000戸、３年前の熊本の地震

の時には１万戸、それから、昨年の西日本の豪雨の時には4,000戸、民間住宅の借上げ型の

仮設住宅の実績がございます。東京においても、今後、大きな震災等が起きた時には、こ

の借上げ型の仮設住宅が有効であると考えています。私どもの会員は、サブリースを行っ

ております大手の管理会社が多数おります。１万戸以上管理をしている管理会社だけでも

92社在籍しておりまして、組織化ができておりますので、こういう緊急時においては、我々

が迅速に対応することが可能でありますので、ぜひ、当協会と災害発生時における協力協

定の締結をお願いする次第であります。私どもの管理というのは、これから入居者の安心

で安全な快適な住環境を提供するためにも、それから、建物の長寿命化を実現するために

もメンテナンスが必要ですから、非常に重要な役割だと考えておりますので、今後ともど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

〇司会 ありがとうございます。３点のご要望をいただきました。それでは、知事のほう

からお願いをいたします。 

〇小池知事 それでは、まず、セーフティネット制度をどうやって周知拡充するかという

点でございます。さまざまな媒体を駆使して、貸主に対しての効果的な広報活動を引き続

き推進をしてまいります。そして、住宅確保要配慮者などにも、この制度が十分に周知さ

れますように、居住支援協議会などにおいて、関係者に積極的な情報発信を行うというこ

とで、広報施策の一層の充実を図ってまいりたいと考えておりますので、どうぞご協力の

ほどよろしくお願いを申し上げます。今年度の予算としまして、住宅確保要配慮者に対す

る賃貸住宅の供給促進という項目で２億8,000万円付けているところでございます。より広

く知らせられるように努めてまいるためにも、ご協力のほどよろしくお願いいたします。 

 それから、外国人の居住支援の充実でございます。今、お話ありましたように、都内で

も56万人の外国人。これは減るというよりは増えることのほうが多いことが想像できるわ

けでございます。そこで、外国人への入居支援、それから生活支援の必要性が高いもので

ございますので、庁内各局で連携をしまして、取組の継続をいたしてまいります。それか

ら、専門的なノウハウを有する団体の居住支援法人への申請も促してまいりたいと考えて

おります。そして、外国人の入居を拒まないセーフティネット住宅の登録を促進していく。

そのためにも、隣近所が、例えば声が大きいとか、ゴミの出し方が悪いとか、分別がされ
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ていないとか、毎日のことはけっこう苛立つものでございます。でも、これは教えてさし

あげないと、これはいつもお互いにキリキリしていても接点は無いと思いますので、今、

町会長をされているということで、そういった外国人に対して、ゴミの出し方であるとか、

どうやって地域で、コミュニティで仲良くやるかといったような、町会の皆さま方にもさ

まざまな広報の仕方なども、プロボノという方式を使って、そういう広報のうまい人たち、

若い人たちでも手伝ってもらうというような形で、町会だけで抱えると大変ですよね。そ

ういう意味でお手伝いできるような制度もございますので、ご活用いただければと思いま

す。ちなみに、江戸川は。 

〇日本賃貸住宅管理協会（荻野理事） インドの方が多い。 

〇小池知事 インドの方が多いですよね。インド人同士で教え合っているような。インド

系の方同士で。 

〇日本賃貸住宅管理協会（荻野理事） コミュニティが。 

〇小池知事 コミュニティがある意味できている。その時に、ちゃんと町会のあり方とか、

住まい方、家賃の払い方などなど、お教えするのが一番の方法ではないかと。 

〇小池知事 そうですよね。また、いろいろその面でも、八王子での例などを教えていた

だければと思います。 

 それから、大規模な災害時の借上げの仮設住宅の件でございます。今回もこのように、

相次いで、今度は床上浸水も都内で出ました。それから、福島の時や熊本の時なども、む

しろ、都内の住宅、都営ですけれども、それらをお貸しするような、避難的な形での提供

などもしてまいりました。応急仮設住宅を迅速に、また、円滑に被災者に提供するという

ことは重要でございますので、大規模災害への備えをより確実なものとする。そのために

も、今回、初めてお越しいただきました皆さま方協会との協定の締結を視野に入れまして、

協力関係の構築をしていきたいと考えております。 

 それから、もう一つ、私のほうから、ぜひお願いしたいのが、ＥＶ、電気自動車ですね。

今、自動車を持つ家庭とそうじゃない家庭と、もしくはもう手放してしまうという、時代

の流れかと思いますが、その中で、ＥＶ、電気自動車ですね。この流れは、非常に世界的

にも大きく広がっているんですが、充電場所が必要で。家の場合は急速充電の必要はあり

ませんので、コンセントさえつくっておけば、100ボルトでも200ボルトでも、それが必要

になってきますので、ぜひ、そういったことも、これからもご協力いただくと、電気自動

車の後押しをする意味で、住宅に100ボルト、200ボルトのコンセントプラグを付けられる

ような、それについての補助もいたしておりますので、そういったことも一つお考えいた

だければと思っております。よろしくお願いいたします。返って要望の場になりました。 

〇司会 こちらのほうからの要望をちょっとお願い申し上げましたが、いただいたご要望

につきましては、しっかり対応していきたいと考えております。それでは、よろしゅうご

ざいましょうか。では、以上をもちまして終了とさせていただきます。どうもありがとう

ございました。 
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（日本賃貸住宅管理協会 退室） 

〇司会 どうもありがとうございました。それでは、続きまして、日本テレワーク協会の

皆さまでございます。どうぞお願いをいたします。 

（日本テレワーク協会 入室） 

（要望書手交） 

〇司会 どうもありがとうございました。それでは、どうぞご着席をお願いいたします。

それでは、日本テレワーク協会の皆さまとのヒアリングを始めさせていただきます。では、

まず、冒頭、知事からお願いをいたします。 

〇小池知事 おはようございます。今日はお越しくださいまして誠にありがとうございま

す。このヒアリングは、今、テレワークは時代の流れにあるわけでございますが、現場の

お声を聞かせていただくと、それを都民のサービスにどう活かしていくのかということで

実施をしております。さらに、今、予算編成中でございますので、そのご要望と、さらに

は、これから５Ｇなども進めていくわけでございますが、今後の東京都における都市戦略

と言いましょうか、長期戦略を、今、組み立てているところでございまして、そちらのほ

うのご要望、ビジョンなども伺わせていただければと考えております。それから、テレワ

ークは、来年の2020大会の交通の全体を大きく変える一つの方法でもございますし、何よ

りも働き方を変えるということで、育児や介護などを自宅で行ったり、また、サテライト

オフィスなどを使うという形で、非常に画期的な社会変革に繋がっていくものと認識して

おります。そういったことで、本日、時間は短いですけれども、現場のお声をお聞かせい

ただければと存じます。よろしくお願いいたします。 

〇司会 それでは、専務理事のほうからどうぞお願いいたします。 

〇日本テレワーク協会（田宮専務理事会長） 日本テレワーク協会の田宮と申します。今

日はこのような場をいただきまして誠にありがとうございます。今、都知事のほうからも

ご説明がありましたが、本当に東京都さまにおきましては、我々、テレワーク協会、テレ

ワークの日本の普及に対しまして、常日頃、先頭に立って牽引をいただいておりまして誠

にありがとうございます。僭越ではございますけれども、３点ほど要望事項としてお話を

させていただきたいと思いますのは、やはり、今、小池知事からありました、東京2020大

会に向けて、まず、今、気運が高まってきておりますので、このテレワークの気運上昇を

さらに我々と一緒に強化をしていきたいと思っております。東京都さまの独自の調査では、

今、テレワーク導入が25.1％、国内全体では、今、19.2％という状況ではございますけれ

ども、まだまだテレワークの対象の業務が無いとか、テレワークに取り組む予定が無いと

言われている中小企業さまが約５割まだありますので、こういったところにどう我々と一

緒に東京都さまが牽引をいただきながら働きかけ、気運醸成をしていただけるかというこ

とが今後の普及、定着の重要なキーかと思っております。いかんせん、東京都は、やはり、

中小企業さまの母体の大きさが大変多ございますので、我々、テレワーク協会を含めて、

東京商工会議所さまであるとか、社労士さまの協会であるとか、あるいは、ＩＴコーディ
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ネーター、中小企業診断士、いろいろな団体と東京都さまの施策を連携しながら、いわゆ

るいろいろな局面で皆さまにＰＲをしていくということが大事かと思っておりますので、

そこのところを2020に向けてさらに強化をお願いしたいと思っております。 

 それから、二つ目はちょっと似たようなお話になるんですけれども、東京都さまのワー

クスタイル変革コンサル、あるいは、はじテレ、大変、他県に比べてもすばらしい施策が

走ってございますけれども、これを牽引する先ほどの専門団体、一緒になってやろうとい

うところの専門団体向けに東京都さまの施策の理解を醸成するということで、エンドユー

ザーに向けてはそうなんですが、専門団体に向けて、施策の共有であるとか、ご教唆をい

ただきながら、全体のボトムを上げていきたいかなと思っております。その中で、総務省

が2020、35％のテレワーク普及をめざしておりますけれども、日本の企業の中心である東

京都さまは、やはり、５割とか６割の数字をめざしていただいて、国内全体の底上げで35

というものを我々はめざしていきたいと思っておりますので、そこは、さらに強化をお願

いしたいのと同時に、我々もできる限りのご支援をさせていただければと思っております。 

 ３点目は、昨今、いろいろお耳にされると思いますけれども、ワーケーションという活

動がテレワーク普及の中でいろいろなところで叫ばれてきております。ここは、ワークと

バケーションということで、働き方の改革の中に、もっと、もっと余暇、連続休暇を取れ

るようにということで、ワーケーションという言葉が出てきておりますけれども。いかん

せん、日本では、仕事とバケーションということで、なかなか理解をいただけないという

のが現状でございます。今、日本能率協会さんなどが言っていますのは、ワークとエデュ

ケーション、皆さまにテレワークというものを経験していただいて、そこで、日頃の職場

環境から離れたところで仕事をすることによって生産性を改善していきましょう。あるい

は、新たな事業をめざしてみましょうということで、ワークとエデュケーションのワーケ

ーションだというような言葉の定義があったり、地方自治体さんからは、やはり、都心の

皆さんと連携を取る、繋がるということで、ワークとコラボレーションだという解釈もさ

れ始めておりますので、ぜひ、東京都さんにワーケーションというものを少し施策の中に

入れていただいて、離島で、大島、新島でということも一つあるとは思うんですが、23区

から見た時に、三多摩地区、東京都下の西部のところにワーケーションをちょっと考えて

いただいたりとか、あるいは、東京都さんが地方自治体とうまく連携を取っていただいて、

地域の労働力、あるいは、障害者を含めた、通勤にハンディを持たれる方々とテレワーク

で繋がるようなワーケーションであるとか、そういう障害者雇用を、テレワークを通じて

普及していただけるとありがたいと思っておりますので、ご参考にしていただければと思

います。私のほうからの要望は以上でございます。ありがとうございました。 

〇司会 ご要望どうもありがとうございました。それでは、知事からお願いをいたします。 

〇小池知事 まず、2020大会に向けたテレワークを活用するということ。これは、ぜひ、

そのためにもテレワークが普及するように、ぜひ、2020年のレガシーにしたいと思ってお

ります。それによって円滑な交通が確保されると同時に、経済も両立させると、この二つ
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の目的のためにも、テレワークは重要な方法だということで進めているところでございま

す。 

 中小企業につきましては、テレワークを導入する支援策を、これまでも元年度でも約40

億円以上投入しまして、さまざまな場で、セミナーなどでサポートをしてきたところです。

先日お会いした方も、中小企業だけれども、ちゃんと教えてくれる人を派遣してもらった

結果、会社でテレワークを始めたと。それを活用して、育児中だけれども、それで自分も

仕事を続けているという女性の声とかを聞いております。よって、やはり、どうやって、

機種はどうしたらいいの、どういうふうに使うの、どういうふうに労働時間のカウントを

するのとか、そういったことについて、実は、私は、今、人手不足だと言われている中小

企業のほうがテレワークは有効に活用されるのではないかとも思っておりますので、これ

については、中小企業における導入の推進には、引き続き取り組んでいきたいと考えてお

ります。 

 ワーケーションの最後のションをどういう・・・。バケーションというと、なかなか難

しいですかね、かえって。 

〇日本テレワーク協会（田宮専務理事会長） なかなか推進をしていただくのはちょっ

と・・・。大手さんはすぐそういうことをやっていただくんですけれども、休暇先で仕事

ということは、少し説明なり、推進するための施策がちょっと必要なのかなと。 

〇小池知事 では、エデュケーション。 

〇日本テレワーク協会（田宮専務理事会長） エデュケーションで使うか。地域側は、や

はり、東京都と、都心と繋がりたいというようなことでのいろいろな施策も入れています

ので、そういった繋がりを持った活動としてのワーケーションということで。 

〇小池知事 コネクション。ションばかりだね。 

〇日本テレワーク協会（田宮専務理事会長） 結果、イノベーションだったりということ

もありますけれども。 

〇小池知事 いずれにしましても、非常にテレワークはライフスタイルも変えますし、意

識も変えますし、距離を変えますし、そういう意味で、やはり、テレワークに対しての知

識を広げていただくということに繋がるんだと。実際に体験していただくんだということ

になろうかと思います。日本人は、結局、会って話さないと納得感が無いとか、飲みニュ

ケーションが無いと人間関係がつくれないと思い込んでいたり、それも多いとは思います

けれども。いずれにしましても、普及、啓発というところで、皆さま方と連携をしながら

進めていきたいと思っております。 

〇日本テレワーク協会 ありがとうございます。 

〇小池知事 どうぞよろしくお願いいたします。 

〇日本テレワーク協会 よろしくお願いします。 

〇司会 いろいろと現場の声、どうもありがとうございました。よろしゅうございましょ

うか。それでは以上をもちまして終了とさせていただきます。どうもありがとうございま
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した。 

（日本テレワーク協会 退室） 

〇司会 どうもありがとうございました。続きまして、午前中の最後になります。東京都

社会保険労務士会の皆さまでございます。お願いいたします。 

（東京都社会保険労務士会 入室） 

（要望書手交） 

〇司会 ありがとうございました。どうぞ、ご着席をお願いいたします。どうぞ、ご着席

ください。どうぞ。それでは、これより東京都社会保険労務士会の皆さまと予算要望等ヒ

アリングを始めさせていただきます。まず、知事、お願いいたします。 

〇小池知事 社労士の皆さま方には、大変、平素よりお世話になっております。また、予

算のご要望についてのヒアリングは４度目となりますが、今回は、これからの東京都こう

あるべしということから、長期戦略を、今、描いております。これは2040年を見据えて、

2030年までに何をするかというものでございますが、やはり、働き方であったり、これか

らの人口の変化などなど、皆さま方が社労士として、現場でいろいろとお感じになってい

ること、また、これが課題だということがあろうかと思いますので、そういったことも含

めまして伺わせていただきたいと考えております。また、「ТОＫＹО働き方改革宣言企業」

を対象とした巡回、そして助言の事業など、いろいろとお世話になっております。改めて、

感謝を申し上げたく存じます。どうぞよろしくお願いします。座ったままでよろしくお願

いいたします。 

〇司会 それでは、早速ではございますが、会長のほうからお願いいたします。 

〇東京都社会保険労務士会（寺田会長） 皆さん、こんにちは。ご紹介いただきました東

京都社会保険労務士会会長の寺田でございます。本日は、大変お忙しい中、貴重なお時間

を頂戴いたし、誠にありがとうございます。心より感謝を申し上げる次第でございます。

よろしくお願いいたします。 

 早速ではございますが、要望書を読ませていただきます。貴職におかれましては、常に

都民ファーストで透明性を高め、「都民の、都民による、都民のための都政」の推進にご尽

力いただいておりますことに敬意を表します。2020年東京オリンピック・パラリンピック

開催まで１年を切りましたが、東京都は、開催都市として、小池都知事を中心に東京オリ

ンピック・パラリンピックを成功させるために邁進されていることと拝察いたします。東

京都社会保険労務士会は、昨年、社会保険労務士法制定50周年を迎え、新たな社会保険労

務士業務の展開に向けて大きな一歩を踏み出したところですが、今後も東京オリンピッ

ク・パラリンピックの支援活動を行っていくこととしております。社会保険労務士は、労

働・社会保険諸法令に関する唯一の国家資格者として、「労働および社会保険に関する法令

の円滑な実施に寄与するとともに、事業の健全な発達と労働者等の福祉の向上に資するこ

と」を目的に、その業務の実施やさまざまな行政協力を通じて、とりわけ中小企業の円滑

な労使関係の構築、労働環境の改善等、さまざまな形で成果を挙げてまいりました。人口
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減少社会が到来する中、働き方改革を進め、女性や高齢者をはじめとする全ての人々が、

働きやすく、活躍しやすい職場環境をつくることで、働く意欲を高めるとともに、一人ひ

とりの潜在力が最大限に発揮され、労働生産性を向上させていくことが重要な課題となっ

ており、当会では、そのための支援として、働き方改革をはじめとしたさまざまな事業に

取り組んでいます。日本経済を牽引する首都東京において、誰もが「安心して働くこと」

ができる環境づくりに向けて取り組んでおります当会の次の要望にご理解をいただきます

よう、よろしくお願い申し上げます。 

 一つ、働き方改革の推進について。企業経営において、労働者の長時間労働の是正や雇

用形態に関わらない公正な待遇の確保は、規模の大小を問わず避けて通れない課題であり、

働き方の改革が求められています。東京都が取り組む「働き方改革推進事業」は、企業の

これらの改革へのアプローチのきっかけになるものと思われます。「ТОＫＹО働き方改革

宣言企業」制度における専門家による巡回・助言は、まさに社会保険労務士の業務そのも

のです。この政策をより強固に推進するためのパートナーとして、企業経営者とともに歩

み、その実態を熟知している社会保険労務士が最も適任であり、ご活用いただければ、本

制度の企業へのさらなる周知徹底が図られるものと考えます。この「働き方改革」、とりわ

け、今年度はテレワーク等の導入をより一層推進するため、適正な労務管理の実施、就業

規則等の整備、人事労務業務に関するＩＴ化に関し、人事労務の専門家である社会保険労

務士を活用していただきますよう要望いたします。なお、当会では、がん患者・障害者に

対する就労支援を実施するとともに、東京都病院経営本部との連携のもと、「治療と仕事の

両立支援相談事業」に取り組むこととしておりますことを申し添えます。 

 二つ。学校教育における労働・社会保険等の教育の実施について。近年、労働者を疲弊

させる労働環境が社会問題化しており、労働者にとって自分の身を守るための基本的な法

律知識は、これから一層必要になると考えます。また、学生の間はあまり意識しない「社

会保険」が実質的なセーフティネットとしての機能を果たしている点を理解していただく

ことも重要な目的です。東京都社会保険労務士会は、平成19年度から都立高校に講師派遣

を行っており、働くことのルール等をテーマとした授業は、平成28年度は８校15授業、平

成29年度は33校77授業、平成30年度は33校89授業と、高校からの依頼は年々増えています。

昨今の雇用に関するミスマッチ問題や深刻な人手不足による労働者の過重労働問題など、

生徒が将来社会人となった時に必要となる、働くことのルール等の知識を高校生のうちか

ら習得しておくことが求められているため、全ての都立高校に対して必須と思われます。

また、国では、議員立法による取組として、「ワークルール教育推進法」制定の具体的検討

が進められています。つきましては、全ての都立高校に対して、働くことのルール等の授

業を必須として実施するとともに、「ワークルール教育推進法」の制定を見据え、都立高校

の教師に対する労働･社会保険諸法令についての研修等を行う講師について、社会保険労務

士を活用していただきますよう要望いたします。以上でございます。よろしくお願いいた

します。 
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〇司会 どうもありがとうございました。大きく二つのご要望をいただきました。それで

は、知事からお願いいたします。 

〇小池知事 ご要望の中にありました、「ТОＫＹО働き方改革宣言企業」の制度で、専門

家による巡回・助言、先ほど、私も申し上げましたように、社会保険労務士の皆さま方に

も大変お世話になっております。企業は本当に人材がいないということで、それで廃業を

せざるを得ないとか、人材を得たけれども、すぐに辞めてしまうとかは、経営そのものの

根幹を揺るがす問題でございます。一方で、女性や高齢者などの活躍、力をもっと高める

ということも非常に重要であり、かつ、不可欠な要素でございます。女性、高齢者など多

様な人材が活躍する職場環境をつくる。そのためにも、社労士の皆さんがお持ちの人事労

務に関する知見やノウハウが必要かと考えておりますので、ご協力を引き続きよろしくお

願いを申し上げます。 

 それから、先ほど、皆さま方の前が日本テレワーク協会の方々でいらっしゃいまして、

どうやって普及をさせていくのか。中でも、中小企業の皆さんには、やはり、どういう形

にしたらいいのか。かつ、そこで、どういう労務体系にすべきなのか、どこからどこまで

が働いている時間なのか等々、そういったことも必要になりますよねということから、周

知徹底していくためにも、いろいろなサポートが必要ということでお話をさせていただい

たところでございます。導入したいけれども、具体的な進め方がわからないといったよう

なことからも、テレワーク普及のために、企業の身近な相談相手でおられる社会保険労務

士の皆さま方のアドバイス、後押しをお願いしたいと考えております。 

 それから、３点目が学校教育における教育者の社会保険等の教育の実施でございます。

私も、ダイバーシティということで、東京は誰もが輝く都市であるべきだということで進

めてまいっております。そのためにも、働き方改革を進めるということも重要であり、そ

こには、先ほども申し上げているように、女性や高齢者、それから、がんを患っておられ

る方々、治療中の方や、障害を持った方々などなど、誰もが自分の自己実現ができる社会

づくりというのが重要ということで、そういったことをこれからの社会を担う高校生が、

社会人としての素養を身に付けるということは必要なことだと思っております。そういう

意味では、キャリア教育の充実だということを、今、お話にあったのだと思っております。

それらの認識を有しているということから、皆さま方から、これからもご助言をいただけ

ればと思います。私からは以上です。 

〇司会 私どもからのお話としては以上でございます。最後に、会長から何かございます

でしょうか。 

〇東京都社会保険労務士会（寺田会長） では、今、都知事からいただいたご要望に対し

て少しお答えさせていただきます。まず、テレワーク等の関係ですが、まず、中小企業と

いうのは、まだ、そこまでの考えが行っていないのが現実であろうと思います。まずは、

中小企業に私どもが関与している関係上、まずは、企業のそれぞれの特徴というか、職種

だ、業務だというところを洗い出し、把握した上で、こういうところはテレワークが可能
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であろう。あるいは、こういうところは労務とワークでやっていこうということを、しっ

かりとやっていきたいと思っているところでございます。ただ、教育に関しましては、例

えば、世の中で言われているブラック企業だ、ブラックバイトだというところを、労働基

準法等を教育の場でしっかりと把握していただいて、世の中に出た時にあわてないように、

しっかりと高校生にその辺の認識をしていきたいと思っておりますので、何卒、要望をお

通しいただけるよう、よろしくお願い申し上げます。以上でございます。 

〇司会 どうもありがとうございました。引き続き、連携を進めさせていただければと考

えております。それでは、東京都社会保険労務士会の皆さまとの予算要望等ヒアリングを

終了させていただきます。どうもありがとうございました。 

（東京都社会保険労務士会 退室） 
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○司会 では、始めさせていただきます。まず初めに、東京都町会連合会の皆さんでござ

います。どうぞお願いいたします。 

（東京都町会連合会 入室） 

（要望書手交） 

○司会 はい、どうもありがとうございました。どうぞご着席をお願いいたします。それ

では、これより東京都町会連合会の皆さまとの予算等のヒアリングを始めさせていただき

ます。まず冒頭、知事からお願いをいたします。 

○小池知事 こんにちは。小池でございます。今日もわざわざお越しいただきましてあり

がとうございます。恒例の予算のご要望ということで、もう、令和２年度になります。そ

して、長期ビジョンというのを今、長期戦略を今、東京都としてのビジョンを描きつつご

ざいまして、今日は町会の現場の皆さま方からのお話をうかがおうということでございま

す。防災、防犯、美化活動、住民交流イベントと、町会の皆さん、本当に、お忙しいのを

よく存じ上げております。それから新しい町会に入っていただく方々の勧誘とか、また、

最近の災害等の時なんかには、やっぱり一番頼りに皆さんされておられると思います。等々、

いろいろお話もうかがいつつ、ご要望をうかがわせていただきますので、短い時間ではご

ざいますが、どうぞよろしくお願いいたします。そのままお座りになったままで結構です。 

〇司会 それでは、鈴木会長、お願いをいたします。 

〇東京都町会連合会（鈴木会長） お言葉に甘えさせていただきまして、座ったまんまの

失礼をお許しいただきたいと思います。まず初めに、小池知事さんにおかれましては、東

京都町会連合会の活動に際しまして、いつもご協力をいただいておりますこと、お礼を申

し上げたいと思います。本当にありがとうございます。お陰さまをもちまして、ご承知の

ことと思いますが、地域の底力、一つの〓〓〓〓〓（03:12）として、23区はもとより、支

部にわたっても、すべて活動をさせていただきまして、年々充実しておりまして、予算も

つけていただきまして、お陰さまで活動をさせていただいておりまして、大変ありがたく

思っておりますので、要望書の中にもございますけれども、引き続きこの地域の底力発展

事業に対しましては、ご協力をお願いできればと思っております。よろしくお願いいたし

ます。そして、我々、毎年要望させていただいておるんですが、お陰さまをもちまして、

高齢化社会にも関わらず、23区はもとより支部においても活動が充実をしております。こ

れもひとえに小池知事さんのご協力、ご指導の賜物だと思っておりますので、今後とも一

つ、よろしくご指導のほどお願いいたしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○司会 はい、では、当座のご要望、よろしいですか。では、知事から、はい。 

○小池知事 町会連合会の皆さま方におかれましては、冒頭申し上げましたように、地域

の底力発展事業を、そしてまた、プロボノプロジェクト等の取組を展開していただいてお

ります。そういった中から、前もって書面でいただいております項目の中に、今申し上げ

ましたような底力発展事業助成やプロボノプロジェクトの取組等についてですね、引き続

きというご要望いただいております。今後とも地域の力を向上させる、そういう背中を押
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すような事業かと考えておりますので、必要な対応を検討してまいりたいと思っておりま

す。 

 それから、以前からうかがっております件で、防犯カメラが各地に付いた、ただ一方で、

それらを維持管理する必要があるということから、ぜひ地域の安全を守るためにも、既に

カメラは付いたはいいけれども、その後のフォローをお願いしたいといって、その点につ

いてうかがっております。そこで、皆さま方からの強いご要望ということでございますの

で、今年度から保守点検費、そして修繕費への補助制度を新たに創設したところでござい

まして、それに、その上で、電気料金や共架料に乗っけるお金については、東京電力に対

して減免制度等検討するように申し入れを行ってまいりたいと思います。都として何か工

夫ができるのか、この点については考えてみたいと、このように思っております。地域の

安全を守るという意味で、防災カメラというのは各地に付くようになりましたが、いろん

な点で使い勝手、その後のフォローというご要望だと認識しております。これからも町会

連合会の皆さま方、一つその防災カメラ付いてるだけでも、安心につながるかと思ってお

りますので、ご要望についてよく精査していきたいと思っております。 

〇司会 とりあえず、ご回答としては以上でございます。まだ時間もございますので、何

でもお話いただけますでしょうか。 

〇東京都町会連合会（鈴木会長） それでは、時間の許す限りにお話をさせていただきま

すが、その前にですね、今日出席をさせていただいております、副会長を紹介したいと思

います。八王子の秋間さんでございます。副会長です。同じく副会長の石倉さんでござい

ます。どうぞ一つよろしくご指導のほどお願いいたします。 

それでは本題に入らせていただきまして、今、底力というお話をしていただきました。

尚且つ、防災カメラ。これは、確かに町の安全・安心のためには必要欠くべからざるもの

なんですけれども、維持に関しましてはいろいろ問題がありまして、その辺のところを斟

酌していただきまして、前向きにしていただけるということで期待をしておりますので、

どうぞ一つ善処方をお願いいたしたいと思います。 

それからもう一つ、要望書はたくさん書いてありますが、時間の都合上、もう２つばか

り申し上げたいと思いますが、防災の設備、また、防災の関係の充実に関しましてはです

ね、ご承知の通り、19号でも、都市部でもいろんな被害が出ました。それは一にも二にも、

東京都の方々の、知事さんの方々のご協力なくしては、河川の安全が保たれませんので、

それについてもより一層のご協力を、ご指導をお願いしたいと思います。私も、たまたま

私事でございますが、板橋に住んでおりまして、荒川と新河岸川という２つの河川がある

んですが、荒川も満水で、もう今にも溢れそうな場面もありました。そんなこんなで、こ

れについては危惧しておりますので、より一層の安全対策をお願いできればとは思ってお

ります。 

そしてもう一つは、最後になりますけれども、この要望書はたくさんございますけれど

も、９番目の「消防団員の準中型免許取得について」という要望がありますけれども、こ
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れは中型免許どころでなくですね、特殊作業車の免許をこれからも充実していただければ

ありがたいなというふうに思います。というのは、ただ人員だけ増えればいいってもんで

はなく、やはりその技能の習得をするということによって、また消防団員の充足率にも向

上するのではないかなと。自衛隊じゃありませんけれども、やはり自衛隊に入隊するとい

ろんな技能が取得できますという形もありますので、消防団員もただ人数を集めればいい

というものではなく、技能の習得によっていろんな応募をしたいという形も増えますので、

ぜひその辺のところもご留意していただければありがたいと思いますので。それによって

地域の安全も保たれるとは思いますので、特段のご配慮をお願いいたしたいと思います。 

あと、11まで書いてありますが、その辺のところについては、特段のまたご推察をして

いただければありがたいと思いますのでよろしくお願いいたします。以上でございます。 

〇小池知事 今日も私も朝から板橋行っていまして、５時起きで、はい。市場の方に、板

橋市場の方に行ってまいりまして。ちょうど、上から荒川の土手が見えて、水面が見えた

って。本当にね。そうそう、その前が新川になるんですか。 

〇東京都町会連合会 新河岸川 

○小池知事 新河岸川。そこ、もうほぼ満水状態、ねぇ。 

〇東京都町会連合会 あそこはもう、なんか埼玉県では溢れたっていう・・・溢れたって

ことも聞きました。 

〇小池知事 そうですね。本当に想定を超えるというか、何が想定なのかわからなくなっ

てしまっているということで、そういった点についてはこれからも総合的に見てまいりま

す。はい、消防団について。 

〇司会 はい。最後に、ご要望いただいた消防団の関係でございますが、やはり私ども、

地域で、様々な活動を支えていただいている消防団の皆さんに関しましては、数を確保し、

その上でいろんな活動の質を充実させていただくため非常に重要だというふうに考えてお

ります。私ども、東京消防庁と一緒になって、毎年どのようなことを消防団の皆さんに、

ご支援していけばいいのかというのを考えておりますので、只今いただいたお話を、ちょ

っとまた、消防団の方とも協議させていただきたいと、消防庁の方と、協議をさせていた

だきたいと、はい。 

〇東京都町会連合会（鈴木会長） ご配慮のほどをお願いしたいと思います。 

〇司会 はい。いろいろまた、東京消防庁からいろんな話を聞きながら、どう対応してい

くか考えさせていただきたいというふうに思います。 

〇小池知事 〓〓免許も持っていない〓〓（マイクを通していない） 

〇東京都町会連合会（鈴木会長） 私はね、私事だけど、高所作業車の免許を持っている

んですよ。はしご車、持っているんですけど。その技能、やはり習得が、いろんな機械化

されていますので・・・消防も、ただ人手があればいいってもんじゃないので、その辺の

ところもご配慮していただければ、なお充実するかなと思いますので、ぜひ一つよろしく

お願いいたします。あとの要望書については、ご検討いただければありがたいと・・・よ
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ろしくお願いいたします。（マイクを通していない） 

○司会 はい、ありがとうございました。いただいた他の要望も含めまして、私ども、検

討を深めていきたいというふうに考えて、また引き続き連携を深めていただければという

ふうに思っております。では、以上をもちまして終了とさせていただきます。どうもあり

がとうございました。 

（東京都町会連合会 退室） 

○司会 どうもありがとうございました。それでは、続きまして、東京ボランティア・市

民活動センターの皆さまでございます。どうぞお願いいたします。 

（東京ボランティア・市民活動センター 入室） 

（要望書手交） 

○司会 どうもありがとうございました。どうぞご着席をお願いいたします。それでは、

これより東京ボランティア・市民活動センターの皆さまとの予算等の要望ヒアリングを始

めさせていただきます。では、冒頭、知事からお願いいたします。 

○小池知事 今回４回目になりますが、ヒアリングにお越しくださいましてありがとうご

ざいます。東京ボランティア・市民活動センターの皆さま方におかれましては、平素より

の様々なご活動に対しまして、心から感謝申し上げたいと存じます。来年度予算のご要望、

そしてまた、今、長期戦略を東京都、定めようとしているところでございまして、皆さま

方からのご意見をうかがいたいと、このように考えているところでございます。ボランテ

ィアというと、昨今の災害のボランティアしかり、それから来年の東京大会のボランティ

アしかりでございますが、非常に根付いてきているところかと存じます。更に、このボラ

ンティアを文化として東京に根付かせるか、皆さま方と一緒に考えていきたいと思います

ので、どうぞ今日はよろしくお願いいたします。 

〇司会 それでは、ご着席のままで結構でございますので、山崎所長の方からどうぞよろ

しくお願いいたします。 

〇東京ボランティア・市民活動センター（山崎所長） 今日はこのような機会をいただき

まして誠にありがとうございます。特に生活文化局の皆さまにご支援を賜りまして誠にあ

りがとうございます。 

東京ボランティア・市民活動センターと申しますけれども、都内には、実は、島もあり

ます、村もあります、町もあります、区市町村もございます。それらには、それぞれにボ

ランティアセンターが80いくつ配置させていただいておりまして、それらとネットワーク

を組みながら、私どもは都民お一人おひとりが、市民参加、或いはいろいろな活動を通し

て、ご自分の生き方、生活というものを、ボランティアに近づけながら広義の広い意味で

の福祉という考え方に立ちまして、市民がいろんなことに参加をし、興味を持ち、特に高

齢社会、それから子供の問題、様々な問題に直面しておりますが、幅広い領域で活動でき

ますようにということを願っております。そういう中で、今度の東京2020という、この大

きな契機がございます。そのことがボランティアを非常に、ある意味では励まし、ボラン
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ティアの活動がいろんなところにつながっていける、そういう契機になりましたことを本

当に喜んでおります。ありがとうございます。そういう意味で、令和２年度の予算編成に

あたりましてお願いを申し上げたいと思いましてうかがわせていただきました。 

先程、知事が仰ってくださいましたように、東京2020というものを契機にして、ボラン

ティアの文化という表現を使わせていただいています。つまり、文化というのは生活の中

にボランティア活動が生活の様式として定着するということでございますが、この東京

2020では、大会ボランティア、或いは都市ボランティア、予想を超える皆さま方の応募が

ございました。そして今、訓練が終わって、或いは訓練をしながら、多くのボランティア

活動が、話題も、話題性ももちろんあります、ラグビーの問題、いろんなところでボラン

ティアが活躍する場が広がってきております。また、共生社会ということの中でも、ボラ

ンティアは大切な一翼を担わせていただいているところでございます。実際には期待され

ている部分もございますけれども、こういう中で、改めてボランティア活動っていうもの

が都民の中にしっかりと根付いていき、その関心を持っていただくということを考えます

と、ボランティア活動に関する関心を広げていくということが、大会ボランティアが東京

2020大会が終わったらば終わってしまうということではなくて、このレガシーをどのよう

に私たちが生かしていくかということが課題になっております。このレガシーとしてのボ

ランティア文化というものを定着するというのは、私どもの願いでございます。 

昨年度お願い申し上げまして、実はお手元に写真が、ございませんかね？ もしよろし

ければ・・・はい。７箇所ほどなんですけれども。実はこの2020大会で、ボランティアは

確かに注目はされているんですけれども、実は東京都が中間支援組織の人材育成のこと等

を考えながら調査をされておられます。その調査によりますと、ボランティアが知られて

いない、特に東京ボランティア・市民活動センターの周知度というのが、実はあまり高く

ないという結果が出ており、ちょっとずつは上がっているんですが。ただ、利用された方

は非常に満足度が高く、それから有効な活動として非常にそれのあれは高いんですけど。

知られていないっていうものをどう解決していくのかということで、電車の中、電車の吊

り革とか、それからバスの中とか、それから、実は飯田橋の駅って、いろんな電車が走っ

ておりまして、７箇所にそのような広告を出させていただくということで、最初はラムラ

の建物にベタッと貼り付けたいというお願いをしたんですけれども、ちょっと建物の構造

上、それは難しいということで、それではということで、そのような、知らしめるってい

うための広報啓発費をお願いをいたしましたところ、それが通りました。本当にありがた

いです。そして、この、私どもは、どんなことをやってますかっていうと、企業さんとい

ろいろな、今、私の方と関係がある企業が800社を超えております。全部で登録していると

ころは1500社ぐらいありますけれど。それで今、あとで災害のお話もあるかもしれません

が、様々なところでそうしたものや、その人たちの研修、それから啓発、それからちょう

そ？（22:45）、プログラム開発、様々なことをさせていただきまして、いろんな情報の提

供だけではなくて、一緒にプログラムを開発するということをしながら、レガシーとして
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のボランティア文化を定着させていきたいと願っております。この役割を果たしていくた

めには、やはり知らなければ始まりませんので、できますればなんですが、平成30年度都

民等のボランティア活動等に関する実態調査のこの結果を私ども反映させていただいて、

そしてボランティア情報をインターネット等、たくさん利用していただいておりますけれ

ど、それだけではなくて、私どものセンターに来ていただいて情報収集したり、一緒に活

動したり、そういう訪問し合ったり、いろんな形での当センターの存在をしっかりと広報

啓発をしていきたいというふうに願っております。ボランティア文化を広く都民に定着さ

せていくためには、私ども、センターをより多くの都民に知っていただかなければ意味が

ございません。その意味では、広報啓発費っていうのは、実はこの一回だけで終わってし

まっては意味がないので、できますれば、広報啓発費として、私ども、これからそれをい

ただくことができますれば、しっかりと広報啓発をできると思います。今度もバス等の中

にも吊り革の中に入れて貼っていくだけ、貼っていくことや、それからいろんな、私ども

はフォーラムをやっていったり、いろんな活動をいたしますので、一回だけではなくて、

そういう情報もしっかりと出て行くような形の情報が進められたらいいなというふうに願

っております。本当に誠に厚かましいお願いでございますが、これから幅広く知らしめる

ということが、ボランティア文化を都民の中にしっかり定着させていくための非常に重要

な要素だというふうに考えております。引き続き、一過性ではなく、当センターの幅広い

広報啓発費を、もしもいただくことができますればというふうに願って、本日このような

お願いにまいった次第でございます。これ、ご覧になっていただくとわかりますけども、

壁に貼るだけではなくて、動いている電車だとか、それから地下鉄、バスなんかにも、そ

ういうようなことができたら、それを定期的にやれたらば定着できるのではないかな、そ

れからいろんなそういうイベント等もそのようにできたらいいなというふうに思っており

ますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

〇司会 はい、ご要望どうもありがとうございました。それでは、知事からお願いいたし

ます。 

〇小池知事 今年度、予算をつけさせていただいております。都民の約半数がボランティ

アに関心があるという中で、気運の醸成や裾野を広げていくということで、情報発信とい

うのは重要だと考えておりますので、引き続き必要な対応を図っていきたいと考えます。

なお、今、私、“ああ、そうか”と思ったんですけど、市民だけじゃなくて、区民も町民も

村民もいるので、これ、「都民活動センター」の方がいいんじゃないかと思うんですよね。 

○東京ボランティア・市民活動センター（山崎所長） 災害の場合には、東京都が付きま

す。東京都災害ボランティアセンター、東京都と協定を結ばせていただいております。只

今、災害の間この東京都と協定を結ばせていただいております。災害ボランティアセンタ

ーが動いております。 

○小池知事 ちょっとそれも考えてください。 

○東京ボランティア・市民活動センター（山崎所長） たくさんの、今、災害のところで
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は、八王子とか、北の方、多摩領域が大変だったのと、世田谷、そこにみんな災害ボラン

ティアセンターが立ち上がりました。そして、非常に広域の人たちがそこに入って、沖縄

から来ていらっしゃる方もありましたし、それから、遠いところ、東北からも来てらっし

ゃる方もおりました。大勢の皆さまが、昨日八王子にまいりましたけども、泥から、もう

流域から入った、もう大変な状態になっておりまして、皆さま頑張っております。どうぞ

災害に関しましても頑張ってまいりますので、ご指導賜りますようによろしくお願い申し

上げたいと思います。 

〇司会 はい、どうもありがとうございました。また引き続きいろいろ意見交換させてい

ただければというふうに思います。それでは以上をもちまして、東京ボランティア・市民

活動センターの皆さまとの予算要望等のヒアリングを終わらせていただきます。どうもあ

りがとうございました。 

（東京ボランティア・市民活動センター 退室） 

○司会 どうもありがとうございました。それでは、続きまして、東京都専修学校各種学

校協会の皆さまでございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

（東京都専修学校各種学校協会 入室） 

（要望書手交） 

○司会 どうもありがとうございました。それでは、どうぞご着席をお願いいたします。 

それでは、これより東京都専修学校各種学校協会の皆さまとの予算等のヒアリングを始め

させていただきます。それでは、冒頭、知事からお願いいたします。 

○小池知事 本日もお忙しいところ、都庁にお越しくださいましてありがとうございます。

これで４回目のヒアリングになりますが、専修学校各種学校協会の皆さま方、大変平素よ

りご苦労さまでございます。今日は、予算のご要望と同時に、今後の長期ビジョン策定の

ためのご意見もちょうだいできればと、このように考えております。それぞれ、日本の将

来を担う様々なプロフェッショナルの人材を育成しておられるという、その役割認識をい

たしております。これからも益々必要な人材の育成、東京が発展していく上でも欠かせな

い分野でございますので、現場のお声を聞かせていただこうと、このような趣旨でござい

ます。どうぞよろしくお願いいたします。座ったままでどうぞ。 

〇司会 それでは、山中会長の方からお願いいたします。 

〇東京都専修学校各種学校協会（山中会長） 私は、公益社団法人の東京都専修学校各種

学校協会の会長の山中でございます。どうぞよろしくお願いします。本日は貴重な時間を

いただきまして本当にありがとうございます。この冒頭の方にご挨拶の代わりに、１ペー

ジの方にご挨拶させていただいておりますが、日頃から大変ご支援を賜り、厚く御礼申し

上げます。 

今日の産業社会の発展に伴いまして、私ども職業教育をやっております分野については、

高度化・多様化・国際化が求められております。その中、専修学校は学生・生徒の職業に

対する夢実現のための実践的な教育をやっております。更に、最近は特に、社会人の学び
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なおしということが重視されておりまして、多様な専門人材の育成に貢献してまいってお

りました。 

現在、東京都内の専修学校各種学校では、都内私立学校、幼・小・中・高・専修の学生・

生徒の28％、17万1千人が学んでおります。また、専修学校卒業生の73.9％は、卒業後直ち

に都内の企業等に就職しております。卒業後直ちに納税者になっていると、こういうこと

でございます。平成30年度より支援を講じていただいております、専門学校の、特に実践

的教育の高度化を目指した職業実践専門課程については、運営費補助を、知事に就任以来、

つけていただきまして本当に感謝しております。また、知事の推薦により、既に専門学校

の37％がそういった職業実践専門課程によりまして、実践的な教育をやっております。今

後更に、教育の質向上に取組ですね、都民・社会の要請に応えるために努力をしてまいり

たいという所存でございます。 

具体的な内容につきましては、２ページは予算編成に関する要望につきまして、全部で

９項目ございます。それについて、また、個別にお話させていただきたいと思います。更

に、今後長期的な関係でもございますので、３項目について、施策に対する要望をお願い

するということでございます。 

３ページに移りますが、具体的な予算要望の内容につきまして、専門学校関係の要望か

ら先に申し上げさせていただきます。私立専門学校職業実践専門課程の助成策。既に先ほ

どお話させていただいて、それについては非常に理解ある施策を講じていただいておりま

す。これについては、他の都道府県についても、職業専門課程を充実するとの姿勢が大き

く影響を与えております。現在、私ども、学生一人当たり4,000円の支給をいただいており

ますが、要望事項としては、これを20,000円に、お願いしたいという要望でございます。 

２番目は、私立専修学校教育振興補助制度について専門課程の適用。先程は、専門課程

の中の職業実践専門課程だけでございますが、やはり同様、同じ専門課程に学んでる人た

ちへの施策として、ぜひあまねく広く専門学生にご援助いただきたいと。特に、専門学校

の分野は、知事の方針でもあります、ダイバーシティ等、都民の生活を支えるインフラ人

材としても不可欠な人材になっております。そういう意味において、この専門学校生に対

する助成策、特に経済的に困難な学生が非常に多いんでありますね。母子家庭はじめ、そ

ういった人たちの多い学校に対しましてご支援をいただきたいと。ちなみに、３ページの

下にございますが、他の県については、神奈川県では一人59,000円、埼玉県については

24,000円、千葉県については12,000円相当の予算が、専門学校生全員に出ておりますので、

この点、十分にご配慮いただいてですね、専門学校生、更に職業実践専門課程という予算

措置をくれぐれもお願いしたいと、このような申し出でございます。 

次に、４ページは、高等専修学校関係でございますので、担当の副会長から説明させて

いただきます。 

○東京都専修学校各種学校協会（清水副会長） それでは、中学校卒業資格の高等専修学

校の要望をさせていただきます。清水です、どうぞよろしくお願いします。 
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 高等専修学校では、３番と４番の要望させていただいておりますけれども、この５月に、

こちらの新しいパンフレットができました。15歳の多様な生徒の職業教育をやっておりま

すので、国家資格、理容美容の国家資格が取れる学校、それだけではなくて、不登校の子

どもたちの学びなおしの学校、また、発達障害の子どもたちの自立の学校、また、夢を追

う子どもたちの支援を、４つの魅力が高等専修学校にあるということで、このようなパン

フレットを作らせていただいています。ぜひまたお時間のある時に見ていただきたいんで

すが。一条校の高等学校、都立高校ではなかなか、そして私立高校ではなかなか多様な生

徒の対応が十分にできていないと思います。高等専修学校、しっかり都民の様々な個性の

子どもたちをしっかり受け止めて、職業教育を施して実社会に送り出しています。そして、

ただ送り出すだけではなくて、我々高等専修学校、小規模校ばかりですので、卒業した後

のフォロー指導をですね、職場定着も含めたフォロー指導もみんなどこの学校もしっかり

やっております。一条校ではできない、この高等専修学校に３番と４番の振興費補助と特

別支援の補助金、これは私立高校の両方とも半分の金額でございます。都民の指定の学び

のセーフティネットの確保という概念で、どうか私立高校と同額の補助を要望させていた

だきます。子どもたちのためにどうぞよろしくお願いいたします。 

○東京都専修学校各種学校協会（山中会長） それでは、専門学校及び高等専修学校共通

の事項として５ページの要望事項をさせていただきます。５ページの５番目の私立専修学

校教育環境整備補助につきまして、特に教育設備・研究図書についての増額をお願いする

次第でございますが、これについて予算をほぼ満額消化されて、非常に高評を得ておりま

す。この予算枠をなんとか増やしていただいて、直接学生にも還元される施設でございま

すので、この増額をお願いして、くれぐれもお願いしたいと思います。 

 ６番については、学校教育の質の向上ということを目標に、専修学校評価促進活動をし

ております。これ、全国に先駆けて東京の協会ではやっておるわけですので、更にこれを

拡充していきたいと思っております。 

７番目としては、防災・安全に対する補助、専修学校・各種学校への適用等につきまし

てですね、まだ、この専修学校、他の教育機関に比べ、まだ十分な施設が整っておりませ

ん。そういうことで、他の学校同様に、補助対象にしていただきたいと。今のところ補助

対象になっていないわけでございます。 

８番目としては、私立専修学校・各種学校の被災生徒等授業料減免の補助。これもまだ

まだ復興途上のところもございますので、給付の減免を行った各種学校に対してですね、

補助の継続をお願いしたいということで。 

９番目になりますが、私立学校安全対策促進補助「耐震工事補助」につきましてですが、

これは今まで自己所有の建物だけが対象でありましたが、賃貸のところに適用されてない

ですね。これは原則、自己所有だと思いますが、現実には賃貸のところにも学生がいます

ので、何らかの助成もお願いしたいということでございます。 

以上で予算要望に関してでございますが、共通する点は、やはりこの今年の９月に初め
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て文科省が、専門学校が大学と同様の高等教育機関としての位置づけを、ユネスコを通し

て世界に発表したわけであります。それまでは、大学と比べて、専門学校は高等教育に入

ったり入らなかったり、キャッチボールがなされていたわけです。今回初めて高等機関と

しての専門学校を大学と同等に高等教育機関として世界に発表している。そういう中で、

まず、そういう大学等との格差是正、これをくれぐれもお願いしたいと思いますし、今後、

特に21世紀は専門職の時代と、こう言われておりますので、この辺もご配慮いただいた予

算措置をお願いしたいということでございます。 

６ページになりますが、今後の施策に対する要望でございます。そういうように、高等

教育機関としての位置づけが、まだまだ、中学・高校、行政等のですね、意見が反映され

ていないわけでございます。特に中学の進路指導、高校の進路指導等についての、この専

修学校・各種学校の役割、また特に、高校においては、今回高等教育機関としての進路選

択について大学と同等の進路指導をお願いしたいということでございます。 

第２番目は、当面、今、まさに国際化。東京は日本の東京ではなく、世界の東京と、こ

う言われてるぐらい、オリンピック機会にインバウンド等、グローバル化が進んでおりま

す。その中で、不可欠な人材として留学生が活躍していく場が与えられることになるかと

思いますが、今なお、それについては、特定技能以外は、専門学校出て国家資格を取った

人に対してもビザが与えられない、大学とそこに差別が出てきているわけでおります。そ

ういう面で、特にこの最後のとこら辺ですが、国家資格等を取得した高度専門人材に対す

る在留資格の付与については、この特区制度等を設けて、突破口を開いていただきたいと

思いますが、都の方でも、東京特区の方でいろいろ作業を進めてご理解もいただいており

ますが、特に最近、今、広い意味において、免許を与えるってことは働いてもいいってい

うはずなのに、留学生は働いてはいけないということですが、今、特に美容組合を通して、

特区の申請が出ておるかと思いますが、どうか知事のご支援・ご理解を実現の方向へ、し

ていただきたいなと、こういうふうに考えております。 

７ページ。次のページは、社会人学びなおしの機関としての専門学校の活用拡大という

ことで、今政府の方も社会人学びなおし機関としての職業訓練ということで推進されてお

りますが、31年度の事業参加校はまだ11校しかやっておりませんので、これを広く専門学

校の分野にも広げていきたいと、こういうふうに思っております。 

以上で、大体予算要望、今後の施策に対する要望をさせていただいた次第でございます。

ありがとうございました。 

○司会 はい、どうもありがとうございました。多岐にわたるご要望ありがとうございま

した。それでは、まず初めに知事から、その後、生活文化局長の方からご説明をさせてい

ただきたいと存じます。 

○小池知事 ありがとうございます。まず、教育条件の維持の向上ということで、平成30

年度予算から新たに運営費の補助を創設したのは、先ほどお話にございました。実践的な

教育の高度化ということでございますので、引き続き必要な対応を実見（じっけん）とし
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てまいりたいと考えております。それが１点。 

それから、私立専修学校の教育振興費の補助制度改善と増額ということで、ご要望でご

ざいます。専門的な職業教育の場でありますので、私立の専修学校の果たす役割は重要と

考えております。学校運営の安定化に向けては、引き続き必要な対応を図っていく、この

ような考えといたしております。その他は局長から。 

○司会 はい、生活文化局長の方からご説明させていただきます。 

〇生活文化局長 予算の要望の他に、施策に関してご要望をいくつかいただいたかと思い

ますが、まず、意見交換の場の設定というご提案でございました。専修学校・各種学校教

育の円滑な推進は大変重要でございますので、引き続き対応をしてまいりたいと思います。 

それから、留学生の就職機会の拡大についてもご提案をいただきました。留学生の卒業

後の在留資格の付与等につきましては、各種団体や国と協力・連携しながら、国家戦略特

区制度の活用を推進してまいりたいと考えております。 

それから、社会人の学びなおし機関としての活用拡大というご提案でございました。こ

れはちょっと生活文化局ではないんですけれども、関係局である産業労働局とも連携をい

たしまして検討を進めてまいりたいと思います。 

〇司会 はい、その他の予算要望等もこれから予算編成を進めていく中で検討させていた

だきたいというふうに考えております。それでは、以上でよろしゅうございましょうか。

はい、以上をもちまして終了とさせていただきます。どうもありがとうございました。 

（東京都専修学校各種学校協会 退室） 

○司会 はい、どうもありがとうございました。それでは、本日最後になります、東京都

私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会の皆さまでございます。どうぞお願い

いたします。 

（東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会 入室） 

（要望書手交） 

○司会 どうもありがとうございました。どうぞご着席をお願いいたします。それでは、

これより東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会の皆さまとの予算等の

ヒアリングを始めさせていただきます。では、知事お願いいたします。 

○小池知事 ご無沙汰しております。まずは幼稚園連合会の方から、またＰＴＡの連合会、

お揃いでお越しいただきました。予算ヒアリングということでご要望をうかがうと同時に、

東京都の長期戦略を描いている最中でございますので、特に教育等は長期の戦略あってこ

そと、このように考えます。現場のお声等、また、これからの希望等お聞かせいただけれ

ばと思います。特にこの10月からは、幼児教育と保育の無償化という大変大きな変化がご

ざいます。これらについても、今後の教育が更に充実していく、日本の宝は人材ですので、

ここをどのようにして生かしていくかという点等、直接うかがわせていただきたいと思い

ます。どうぞよろしくお願いします。 

〇司会 それでは、どうぞ着席のままで結構でございます。会長の方からお願いをいたし
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ます。 

〇東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会（友松会長） 会長の友松で

ございます。今日はお忙しい中、お時間を割いていただきましてありがとうございます。

今、知事、お話がありました通り、10月から無償化ということがスタートしておりまして、

もう10月から在園児のお子さん、そのものがもう無償化されているので、大変好意的に喜

んで保護者の方に受け入れられていると思います。これが、ちょうど今入園の準備期にな

っておりますけれども、来年度の入園に結びつければいいなと思っているところでござい

ます。 

ただ、この無償化っていうのは、あくまでも保護者の無償化でありまして、私ども、要

望させていただきたいのは、私学助成というものを、ぜひ今後とも充実させていっていた

だきたいということでございます。約、運営費の３分の１、いえ、30％越えぐらいが、私

学助成の園は、私学助成金によって賄われておりますので、この辺が大変命綱になってお

りますので、その辺りの充実を引き続きよろしくお願いしたいと思います。とりわけ人件

費についての要望をさせていただいております。この無償化に伴いまして、大変な事務量

が発生しております。各区市においても職員の増員をされている様子でございますけれど

も、各園とも事務員を置かないところは事務が賄えないという状況がございますので、ぜ

ひその辺りもご考慮いただきたいと同時に、無償化によりまして、保育園とのこの遣り取

りが幼稚園としても大変難しくなっていく。とりわけ保育士の取り合いといいますか、保

育をする人がいない。ちょっと聞き及びますところによりますと、飛行機のパイロットさ

んがいないので航空便を削減するなんていう話が聞こえておりますけれども、それこそ、

保育士がいないので保育ができない。我々、幼稚園の教諭の人件費の助成金が、保育士さ

んとも比べても大変低うございまして、小学校・中学校に比べれば、更に低い状態におり

ますので、とても保育士、教諭を用意することができない、もう緊急な事態に今なってい

るところでございます。その辺りもぜひ集められるような環境をつくっていただければと

いうふうに思っております。最後にちょっと一言、私の方から申し上げたいのは、そうい

った保育の現状をいろいろ議論していただく、子ども子育て会議の場に保護者、それから

利用者としての保護者の代表の方をぜひ恒久的に入れていただけるようなシステムをつく

っていただければ大変ありがたいと思っているところでございます。どうぞよろしくお願

いいたします。 

○司会 どうもありがとうございました。それでは、知事からお願いいたします。 

○小池知事 それでは、私の方から、私立の幼稚園教育振興事業費補助についてのご要望

ございましたので答えさせていただきます。 

まず、私立の幼稚園におけます教育条件の維持や向上等は必要なことでございます。そ

してまた、教職員のお給与の処遇改善等、そのためにも必要でございまして、元年度の予

算でも対応を図らせていただきました。引き続き、公立の状況等も踏まえながら、必要な

対応を検討してまいりたいと考えております。 
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それから、保護者の負担軽減事業費の補助の方でございますが、こちらはですね、幼児

教育における保護者負担の軽減も重要でございます。元年度の予算で制度の見直しを行っ

て対応を図ったところでございまして、引き続き必要な対応を検討してまいりたいと存じ

ます。それから・・・それでいいですね。私の方からは以上２点でございます。 

○司会 それから、最後にお話いただきました、子ども会議の関係でございますけれど、

所管の福祉保健局の方にですね、ちょっとご要望の趣旨伝えるようにいたしますので、そ

のような形で対応させていただきたいと思います。他に？ 

○小池知事と生活文化局 （マイクを通していない、音声中断54:35～54:45） 

○東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会（友松会長） あくまでも、

〓〓〓公募枠なので、それを恒久的な枠に入れていただきたいっていうこと〓〓。（マイク

を通していない54:48） 

○小池知事 〓〓〓〓〓〓（マイクを通していない54:46） 

○司会 そうですね、いただいたご要望ちょっと検討させていただきたいというふうに思

います。まだもう少しお時間あります。何か他に、皆さまございますか。  

○東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会（内野副会長） 担当副会長

の内野（うちの）でございます。大変お世話になります。知事が先ほど仰ってくださった、

保護者負担軽減の仕組みをこの10月に合わせて整理をしてくださった、東京都のお力で整

備をしてくださったということ、本当に全国で唯一の自治体でございます。誠に感謝を申

し上げる次第でございます。お陰さまを持ちまして、ショックが少なくて、ショックって

変な話ですけども、保育園は完全にただになる、でも、幼稚園はなかなかその差額が残っ

てしまうということで、幼稚園の保護者の方々からすると、ちょっと不公平じゃないのっ

ていう声も聞こえてくるようなところでございます。そこについては、この東京都にご整

備いただいたことで本当にありがたいことだと思っております。引き続きぜひご配慮をい

ただければと思っております。 

もう１つは、幼稚園の立場から、これもう、全国の制度の問題だと思うんですが、預か

り保育につきまして、実はお手紙の３段落目でも書かせていただいているんですが、預か

り保育を無償にするよという時に、普通、無認可保育所の場合ですと、月に払う保育料を

上限に無償化の対象37,000円までというふうに国は基準を決めました。それを引いて、そ

こから同じ額、幼児教育の無償化25,700円分を含めて幼稚園の預かり保育を使うと37,000

円まで、ということは25,700円＋11,300円まで無償にするよということにしていただいた

んですが、ただこれは使った分だけということで、例えば毎週火曜日がお休みの美容院を

やっていらっしゃるお母さまが、今日は使わないというと、その日の分の450円戻ってこな

い。また、不動産屋にお勤めのお父さまが、今日は迎えにくるよということで使わないと

その分。そうすると、使った分だけということになりますと、使わない日、保護者の方の

お休みが土日でない方々が、例えば平日にお休みになって使わないとなると、その分戻っ

てこないという変な話になってしまいます。1日450円×使った日数分だけが保護者の手元
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に後ほど戻ってくるという国基準でございますので、定期利用を、これも知事のお力添え

をいただいて、「TOKYO子育て応援幼稚園」という、幼稚園を選びながらも安定して子ども

を預けてお仕事ができるという仕組みを東京都で立ち上げていただきました。これは、定

期利用を保護者が安心して使えるように定期利用というのを、日常的にいつも使えるよう

に園側が用意をして、保育士も場所もいつも用意できるように月極め或いは年極めという

ような、保育園のような使い方をできるように、私たちは仲間内で整備をしてまいりまし

た。しかし、この国のシステムが、使った分だけ、450円×日数ということになると、保護

者にとっては非常に面倒くさい、それから園にとっても使った日数だけ、そのお子さんの、

要するに、預かり保育を使った日数、幼稚園の出席日数ではなくて、預かり保育の使った

日数だけを、別に提供証明書という形にして発行しなければいけない。保護者はその提供

証明書を取りまとめて、区市に対して請求書をおこして、450円×何日使いましたので、こ

れだけ請求しますというような、非常になんか面倒くさいことに。大変な、保護者にとっ

ても園にとっても事務量が多い、また園にとってみると安定をして保育士を雇用して、保

育者を雇用して備えることがなかなかしにくい制度ということになっていますので、これ

については、本来国に申し上げるべきところで、国についても全日本私立幼稚園連合会を

通じまして申し上げているところでございますし、マスコミ各社の皆さまにも取材に対し

てご理解をいただくように努めておりますが、どうしたらいいかなかなか私どももわから

ないんですが、はい。 

○東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会（友松会長） そこが〓〓幼

稚園のシステムと齟齬が生まれてしまいまして（マイクを通していない59:35） 

○東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会（内野副会長） これ、ご理

解いただければありがたいというふうに思っております。 

○小池知事 先ほどの保護者の方の授業費補助等は、まさしく都加算で対応させていただ

くという話でございますが、TOKYO子育て応援幼稚園と、国の方式との、これについては、

ちょっと、よく、私どもで吟味させていただく必要があろうかと思います。はっきり言い

まして、これまで国政ってあまり子どものこと考えてないんですよ。 

○東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会 〓〓（マイクを通していな

い1:00:19） 

○小池知事 いや、それで少子化って、総合的にそういうこともひっくるめて、このよう

な状況になっていると、私は常に思うんです。今度の東京都の長期ビジョンというのが、

なんと今出生率、東京は合計特殊出生率1.24なんですが、これを大胆に2.07にもっていこ

うというね、もう逆立ち２回ぐらいでんぐり返しして逆立ちするような話ですが、それぐ

らいしないと追っつかないんですね。ていうことで、やはり人口っていうのは、すべての

基（もとい）になります。ご承知のように、その後の年金から、含めて社会保障から、今

後の、お子さんが生まれるということは、ある意味将来のタックスペイヤーを育てるとい

う意味でもあるんで、ですから、そういうことを考えますと、やはりそちらを力を入れる
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べきじゃないかなと。東京はまだなんとか間に合うと。また、東京が良いことすると他に

響くっていって叱られるんですが、でも、これ、時間の感覚から、この時間の経過からで

すね、世界の流れとか全部考えると、今やっとかないと、“ああ、あの時にもっとすべきだ

った”というタイミング逃すんじゃないかというのが基本的な考えです。国もここへきて、

ようやくっていうことでありますけれども、本当に国の、ていうか、国がどのような方向

で行くのか、それと、国がどうしようが、都がどうしようが、保護者とかお子さんはあん

まり関係ないんですが、でも、実際響きますので、その辺はよく研究していきたいという

ふうに思っております。 

○東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会（友松会長） ぜひ期待して

おります。2.0〓〓（マイクを通していない1:02:25） 

○小池知事 2.0、すごいでしょ。 

○東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会（内野副会長） すごいです

ね。 

○東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会（友松会長） 〓〓〓〓〓〓

（マイクを通していない1:02:31） 

○小池知事 ねえ、本当、保護者の皆さんにみんな頑張ってって。はい、よろしくお願い

します。 

○司会 はい、どうもありがとうございました。それでは、以上をもちまして、東京都私

立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会の皆さまとのヒアリング終了とさせてい

ただきます。どうもありがとうございました。 

（東京都私立幼稚園連合会・東京都私立幼稚園ＰＴＡ連合会 退室） 

○司会 どうもありがとうございました。本日、以上で終了でございます。 
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